大阪市チェックオフ廃止・組合事務所退去事件不当労働行為救済命令について

（平成24年（不）第15号事件）命令要旨

１　事件の概要

　本件は、被申立人が、庁舎内の組合事務所について退去を通告し、次年度の行政財産使用許可申請に対して不許可処分としたことが、不当労働行為であるとして申し立てられた事件である。　　

２　判断要旨

（１）連合団体の申立人適格について

ア　労働組合を構成員として組織している限り、当該連合団体は、構成団体に占める労働組合の比率や組合員数の多寡にかかわらず、構成員たる労働団体に加入している労働組合法適用労働者の問題に関して、労働組合として活動することができると解すべきである。

イ　本件のような当該連合団体自体の活動についても、それが非現業職員に限ったものであるなどの特段の事情のない限り、直接的又は間接的に、労働組合法適用者の問題を含めた労働組合の活動であるとみるのが相当であり、その観点からすると、本件において、本件申立人である連合団体は、不当労働行為救済申立ての申立人適格を有する。 

（２）組合事務所の退去通告及び行政財産使用許可申請を不許可としたことについて

ア　組合らが、被申立人から各年度ごとに行政財産の目的外使用許可を受け、これに基づき、庁舎の一部分を組合事務所として使用してきたものであって、労使合意の上で、組合事務所の貸与を受けていたというものではない。

　　しかし、被申立人が組合らの申請に対し、使用許可をしないことに方針を転換すれば、組合らが相当の期間にわたり、組合活動の拠点として使用してきた組合事務所を、従前のように使用できない状況が生じ、組合の活動や運営を阻害するのであるから、被申立人が方針を転換した経緯、また、被申立人が示す退去通告及び本件不許可処分の理由の内容やその理由の組合らへの説明・協議状況によっては、組合活動に対する支配介入に該当する余地があるというべきである。
イ　本件において、被申立人は、庁舎内での政治活動問題を契機に、組合事務所の使用を許可しない方針に転換したことが推認できる。
ウ　被申立人は、退去通告及び本件不許可処分の理由の一つとして庁舎内で政治活動が行われるおそれを完全に払拭することを挙げており、組合員によって庁舎内で政治活動が行われ、それが後日、仮に公職選挙法や地方公務員法等に反しないことが証明されたとしても、行政事務を行うことが本来的な用途である庁舎の中で、政治活動が行われること自体が不適切であると被申立人において判断した旨主張する。

　しかし、被申立人が庁舎内での政治活動問題を契機に、庁舎のあり方を再検討すること自体は理解できるにしても、庁舎内で政治活動が行われるおそれを払拭することと、庁舎内に組合事務所が置かれていることは、実際に組合事務所を拠点に活発な政治活動が行われ、庁舎の公共性を疑われるような事態が常態化していたという場合ならば別であるが、通常は、直接的に結びつく関係にあるとはいい難い。そして、本件において、両者の関連性について、被申立人が十分に検討を加え、その上で、退去通告及び本件不許可処分の決定に至ったと認めるに足る疎明はない。

　　庁舎内で政治活動が行われるおそれを払拭しようとするのであれば、まずは、組合に対し、具体的な行為について何らかの申入れを行うなどして解決を図るのが一般的であろうが、被申立人が庁舎内での政治活動について何らかの申入れ等を行ったが、状況が改善されなかったなどとする疎明はない。

　　また、被申立人は急激に方針を転換したとの感は禁じ得ず、この方針転換により、被申立人が直接、組合らに対し、庁舎内の政治活動に係るこういった問題を挙げて、今後は組合事務所の使用を認めないとの方針を伝え、組合事務所問題について説明や協議を求めようとしたこともない。

エ　被申立人は、新たに行政事務スペースが必要になったことをもう一つの退去通告及び本件不許可処分の理由として挙げる。

　　しかし、被申立人が作成した事務スペースが不足しているとする資料は、どの時点の面積を現面積として算定するのかすら一貫していないこと等からすると、被申立人が、従来、組合事務所として使用されてきたスペースを行政事務スペースとする必要があると判断するに当たって、行政事務スペースの充足度について十分な検討を行ったと解することはできない。また、被申立人が、組合らに対し、行政事務スペース不足について具体的な説明や協議を行おうとしたと認めるに足る疎明もない。

オ　そうすると、被申立人は、使用を許可しないことにより組合らが被る不利益について、代替措置を含む協議も一切なく、また、団交にも応じず、拙速に組合らに対し、退去通告及び本件不許可処分を行い、相当の期間にわたり、組合活動の拠点として使用してきた組合事務所について従前どおりに使用できない状況を生ぜしめたと判断され、被申立人の行為は、労組法第７条第３号に該当する不当労働行為に該当する。

３　命令内容

　誓約文の手交

※なお、本件命令に対して、被申立人は中央労働委員会に再審査を申し立てた。 
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